
(1) 連結経営指標等 

 （注）売上高には、消費税等は含まれていない。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次   平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 

決算年月   平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 

売上高 (百万円)  3,375,674  2,940,887  2,903,770  2,820,932     2,817,893

経常利益 (百万円)  75,306  24,009  68,113  86,182      149,028

当期純利益 (百万円)  24,217  14,163  30,117  24,540       97,330

包括利益 (百万円)  －  －  △2,192  10,090       144,088

純資産額 (百万円)  1,283,251  1,328,772  1,312,678  1,306,366     1,430,225

総資産額 (百万円)  4,526,213  4,262,859  3,989,001  3,963,987     3,935,119

１株当たり純資産額 (円)  369.94  380.80  376.17  374.08       410.90

１株当たり当期純利益金額 (円)  7.22  4.22  8.97  7.31       29.01

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
(円)  7.21  4.22  8.96  7.30       28.95

自己資本比率 (％)  27.43  29.98  31.64  31.66      35.03

自己資本利益率 (％)  1.82  1.12  2.37  1.95      7.39

株価収益率 (倍)  41.27  91.71  42.59  54.86       18.44

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円)  79,533  117,977  337,805  200,361      288,375

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円)  △156,593  △180,704  △137,248  △47,047     △76,737

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円)  262,002  △105,291  △169,793  △183,614    △154,215

現金及び現金同等物の 

期末残高 
(百万円)  425,913  261,373  288,868  254,605     319,426

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
(人) 

 

[10,136] 

67,416  

[ ] 

67,669

11,881

 

[ ] 

68,816

12,531

 

[ ] 

68,887

13,372

      

[ ] 

68,213

14,072
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(2) 提出会社の経営指標等 

 （注）売上高には、消費税等は含まれていない。 

  

  

回次   平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 

決算年月   平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 

売上高 (百万円)  2,647,266  2,327,783  2,188,508  2,175,666     2,028,448

経常利益 (百万円)  46,828  20,047  39,119  37,120       93,145

当期純利益 (百万円)  44,825  18,411  10,639  12,916       91,380

資本金 (百万円)  265,608  265,608  265,608  265,608       265,608

発行済株式総数 (千株)  3,373,647  3,373,647  3,373,647  3,373,647     3,373,647

純資産額 (百万円)  1,125,039  1,142,484  1,128,348  1,122,059      1,202,010

総資産額 (百万円)  3,898,785  3,695,608  3,454,692  3,439,825     3,407,091

１株当たり純資産額 (円)  334.94  340.04  335.85  333.87       357.57

１株当たり配当額 

（うち１株当たり 

  中間配当額） 

(円) 
 

 

6.00

(3.00)

 

 

4.00

(2.00)

 

 

4.00

(2.00)

 

 

6.00

(3.00)

 

 

8.00

(3.00)

１株当たり当期純利益金額 (円)  13.36  5.49  3.17  3.85  27.24

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
(円)  13.35  5.48  3.17  3.84  27.18

自己資本比率 (％)  28.83  30.88  32.62  32.57  35.21

自己資本利益率 (％)  3.79  1.63  0.94  1.15  7.88

株価収益率 (倍)  22.31  70.49  120.50  104.16  19.64

配当性向 (％)  44.9  72.9  126.2  155.9  29.4

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]  
(人)  33,614

 

   [ ] 

34,139

3,551

 

   [ ]

33,031

3,782

 

   [ ] 

32,494

4,295

 

   [ ]

31,111

4,751
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三菱の創業者岩崎彌太郎は、明治17年７月７日、工部省から長崎造船局を借り受け、長崎造船所と命名して造船事業

に本格的に乗り出した。当社は、この日をもって創立日としている。 

その後、造船事業は明治26年12月に設立の三菱合資会社に引き継がれたが、これ以降の沿革は以下に記載のとおりで

ある。 

２【沿革】

年月 沿革 

（旧）三菱重工業㈱ 

大正６年10月 三菱合資会社から同社造船部所属業務の一切を引き継ぎ三菱造船㈱を設立 

昭和９年４月 商号を三菱重工業㈱に変更 

昭和25年１月 過度経済力集中排除法により、３社に分割され、それぞれ中日本重工業㈱、東日本重工業㈱、西日

本重工業㈱の商号をもって新発足 

新三菱重工業㈱ 三菱日本重工業㈱ 三菱造船㈱ 

昭和 

25年１月 

中日本重工業㈱の商号を

もって本社を神戸市に置

き発足 

昭和 

25年１月 

東日本重工業㈱の商号を

もって本社を東京都中央

区に置き発足 

昭和 

25年１月 

西日本重工業㈱の商号を

もって本社を東京都中央

区に置き発足 

25年５月 東京、大阪各証券取引所

に株式を上場 

25年５月 東京、大阪各証券取引所

に株式を上場 

25年５月 東京、大阪各証券取引所

に株式を上場 

25年６月 札幌証券取引所に株式を

上場 

25年６月 札幌証券取引所に株式を

上場 

25年６月 福岡、札幌各証券取引所

に株式を上場 

25年８月 名古屋証券取引所に株式

を上場 

25年８月 名古屋証券取引所に株式

を上場 

25年８月 名古屋証券取引所に株式

を上場 

27年１月 福岡証券取引所に株式を

上場 

27年３月 福岡証券取引所に株式を

上場 

26年11月 本社を東京都港区に移転 

27年５月 商号を新三菱重工業㈱に

変更 

27年６月 商号を三菱日本重工業㈱

に変更 

27年５月 商号を三菱造船㈱に変更 

33年４月 本社を東京都千代田区に

移転 

31年７月 本社を東京都千代田区に

移転 

31年７月 本社を東京都千代田区に

移転 

昭和 

39年６月 

新三菱重工業㈱、三菱日本重工業㈱及び三菱造船㈱が合併し、三菱重工業㈱の商号をもって長崎造船所、

神戸造船所、下関造船所、横浜造船所、広島造船所、高砂製作所、東京製作所、名古屋機器製作所、三原

製作所、京都製作所、広島精機製作所、福岡製作所、名古屋自動車製作所、川崎自動車製作所、水島自動

車製作所、名古屋航空機製作所を傘下におさめ、本社を東京都千代田区に置き発足 

昭和39年12月 福岡製作所を長崎造船所に併合 

同 43年12月 菱重環境エンジニアリング㈱（現三菱重工メカトロシステムズ㈱）を設立  

同 44年７月  ㈱菱重印刷センター（現㈱リョーイン）を設立  

同 45年６月 自動車部門の営業を三菱自動車工業㈱へ譲渡 

これに伴い同社に京都製作所の一部、名古屋自動車製作所、川崎自動車製作所、水島自動車製作所

を移管 

京都製作所を京都精機製作所と改称 

同 46年８月 神戸造船所の建設機械部門を分離して明石製作所を新設 

同 47年10月 三菱重工工事㈱（現三菱重工鉄構エンジニアリング㈱）を設立  

同 48年４月 東京製作所を相模原製作所と改称 

同 51年２月  重工環境サービス㈱（現三菱重工環境・化学エンジニアリング㈱）を設立  

同 51年６月 広島精機製作所を広島造船所に併合 

同 54年７月 Mitsubishi Heavy Industries America, Inc.を設立  

同 55年２月 佐藤造機㈱が三菱農機㈱に商号を変更 

同 56年６月 シンガポールにMHI South East Asia Pte. Ltd.（現MHI Engine System Asia Pte. Ltd.）を設立 

同 57年10月 広島造船所の工作機械部門を分離して広島工機工場を新設 

名古屋機器製作所の冷熱部門を分離して名古屋冷熱工場を新設 

同 58年４月 横浜造船所を横浜製作所と改称 

同 61年４月 広島造船所の船舶・海洋部門の一部を分離して広島海洋機器工場を新設  

広島造船所を広島製作所と改称 
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年月 沿革 

昭和61年10月 油圧ショベル関係の営業をエム・エイチ・アイ建機㈱へ譲渡 

これに伴い同社に明石製作所を移管 

同 62年４月 オランダにMHI Equipment Europe B.V.を設立 

同 62年６月 名古屋冷熱工場をエアコン製作所と改称 

同 63年４月 エム・エイチ・アイ・ターボテクノ㈱（現三菱重工コンプレッサ㈱）を設立 

同 63年９月 タイにMitsubishi Heavy Industries - Mahajak Air Conditioners Co., Ltd.を設立 

平成元年３月 広島海洋機器工場を廃止  

同 元年７月 名古屋航空機製作所を名古屋航空宇宙システム製作所及び名古屋誘導推進システム製作所に分割 

同 ４年７月 Mitsubishi Caterpillar Forklift America Inc.（米国）等海外フォークリフト３社が営業開始 

同 ７年１月 三菱原子力工業㈱を合併 

同 12年１月 京都精機製作所と広島工機工場を統合し、工作機械製作所と改称 

同 12年４月 産業機械事業本部、汎用機事業本部、冷熱事業本部並びに相模原製作所、名古屋機器製作所、三原

製作所、工作機械製作所、エアコン製作所を再編・統合し、汎用機・特車事業本部、冷熱事業本

部、産業機器事業部、紙・印刷機械事業部、工作機械事業部及び三原機械・交通システム工場を新

設 

同 12年10月 ㈱日立製作所と共同でエムエイチアイ日立製鉄機械㈱（現三菱日立製鉄機械㈱）を設立 

同 13年４月 米国にMitsubishi Power Systems, Inc.（現Mitsubishi Power Systems Americas, Inc.）を設立 

同 14年４月 海外戦略本部を新設 

同 15年４月  機械事業本部において、プラント事業センターと三原機械・交通システム工場を統合し、プラン

ト・交通システム事業センターを新設  

同 15年５月 本社を東京都港区に移転 

同 16年４月 中量産品の地域別総合販売子会社６社を三菱重工フォークリフト販売㈱、三菱重工エンジン発電シ

ステム㈱（現三菱重工エンジンシステム㈱）、三菱重工エンジン販売㈱、三菱重工空調システム

㈱、三菱重工産業機器販売㈱（現三菱重工プラスチックテクノロジー㈱）、三菱重工印刷紙工機械

販売㈱（現三菱重工印刷紙工機械㈱）及び三菱重工工作機械販売㈱に再編 

同 17年４月  産業機器事業部を廃止 

同 18年５月 鉄構建設事業本部と機械事業本部を統合し、機械・鉄構事業本部を新設 

同 19年３月 オランダにMHI International Investment B.V.を設立 

同 20年４月 三菱航空機㈱が営業開始 

同 21年10月 広島製作所及びプラント・交通システム事業センターを廃止し、機械・鉄構事業本部に環境・化学 

プラント事業部、交通・先端機器事業部及び機械事業部を新設 

同 22年７月  紙・印刷機械事業部を廃止   

同 23年４月 全社事業運営体制強化に伴い、組織体制を以下のとおり変更 

技術本部を技術統括本部と改称 

海外戦略本部を廃止し、グローバル戦略本部を新設 

広島製作所、三原製作所、相模原製作所、名古屋冷熱製作所、栗東製作所、岩塚工場及び横浜管理

センターを新設 

工作機械事業部を工作機械事業本部と改称 

同 24年１月

同 24年４月 

  

同 24年９月

同 25年１月 

エンジニアリング本部を新設 

三菱重工環境・化学エンジニアリング㈱の石油・化学プラント等のエンジニアリング事業及び他２

社を菱日エンジニアリング㈱に統合し、MHIプラントエンジニアリング㈱に商号を変更 

MHIクライメートコントロール㈱（現三菱重工オートモーティブサーマルシステムズ㈱）を設立 

MHIクライメートコントロール㈱が当社のカーエアコン事業を承継し、三菱重工オートモーティブ

サーマルシステムズ㈱に商号を変更 
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当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）が営んでいる事業は、多くの製品に関して当社が製造、販売

を行っている。当社グループの主な事業内容と当社又は関係会社（316社）の当該事業における位置付け及びセグメ

ントとの関連は次のとおりである。 

なお、次の６部門は「第５ 経理の状況 １（1）連結財務諸表」に掲げるセグメント情報の区分と同一である。 

（船舶・海洋） 

当セグメントにおいては、客船・LNG船・LPG船・カーフェリー・特殊用途船・自動車運搬船・油送船・コンテナ船

等各種船舶、艦艇、海洋構造物等の設計、製造、販売、サービス及び据付を行っている。 

（原動機） 

当セグメントにおいては、ボイラ、タービン、ガスタービン、ディーゼルエンジン、水車、風車、原子力装置、原

子力周辺装置、排煙脱硝装置、舶用機械、海水淡水化装置、ポンプ等の設計、製造、販売、サービス及び据付を行

っている。 

[主な関係会社] 

MHIプラントエンジニアリング㈱、原子力サービスエンジニアリング㈱、Mitsubishi Power Systems Americas, 

Inc.、Mitsubishi Power Systems Europe, Ltd.、CBC Industrias Pesadas S.A.、Mitsubishi Heavy 

Industries Dongfang Gas Turbine (Guangzhou) Co., Ltd.（三菱重工東方ガスタービン(広州)有限公司）、

MPS-CT LLC、Mitsubishi Nuclear Energy Systems Inc.、三菱原子燃料㈱、神戸発動機㈱、日立三菱水力㈱、

ATMEA S.A.S.、L&T-MHI Boilers Private Ltd.、L&T-MHI Turbine Generators Private Ltd.、Cormetech, Inc.

（機械・鉄構） 

当セグメントにおいては、廃棄物処理・排煙脱硫・排ガス処理装置等各種環境装置、交通システム、輸送用機器、

石油化学等各種化学プラント、石油・ガス生産関連プラント、製鉄機械、コンプレッサ、橋梁、クレーン、煙突、

立体駐車場、文化・スポーツ・レジャー関連施設、プラスチック機械、食品・包装機械、印刷機械、紙工機械、医

療機器・加速器等の設計、製造、販売、サービス及び据付を行っている。 

[主な関係会社] 

三菱重工印刷紙工機械㈱、三菱重工鉄構エンジニアリング㈱、三菱重工コンプレッサ㈱、三菱日立製鉄機械㈱、

三菱重工環境・化学エンジニアリング㈱、三菱重工マシナリーテクノロジー㈱、三菱重工メカトロシステムズ

㈱、三菱重工食品包装機械㈱、三菱重工プラスチックテクノロジー㈱、三菱重工パーキング㈱、三菱重工プラン

ト建設㈱、Anupam-MHI Industries Ltd.、Mitsubishi Heavy Industries Engineering & Services Private 

Ltd.、Mitsubishi Heavy Industries (Changshu) Machinery Co., Ltd.（三菱重工(常熟)機械有限公司）、常州

宝菱重工機械有限公司 

（航空・宇宙） 

当セグメントにおいては、戦闘機・ヘリコプタ・民間輸送機等各種航空機、航空機機体部分品、航空機用エンジ

ン、誘導飛しょう体、魚雷、宇宙機器等の設計、製造、販売、サービス及び据付を行っている。 

[主な関係会社] 

三菱航空機㈱、中菱エンジニアリング㈱、MHI Aerospace Vietnam Co., Ltd.、民間航空機㈱ 

（汎用機・特殊車両） 

当セグメントにおいては、フォークリフト、建設機械、エンジン、ターボチャージャ、農業用機械、トラクタ、特

殊車両等の設計、製造、販売、サービス及び据付を行っている。 

[主な関係会社] 

三菱農機㈱、三菱重工エンジンシステム㈱、東日本三菱農機販売㈱、Mitsubishi Caterpillar Forklift Europe 

B.V.、Mitsubishi Turbocharger Asia Co., Ltd.、Mitsubishi Caterpillar Forklift America Inc.、MHI 

Equipment Europe B.V.、Mitsubishi Heavy Industries Forklift (Dalian) Co., Ltd.（三菱重工叉車(大連)有

限公司）、MHI-VST Diesel Engines Private Ltd.、Mitsubishi Engine North America, Inc.、MHI Engine 

System Asia Pte. Ltd.、MHI-Pornchai Machinery Co., Ltd.、Rocla Oy、日本輸送機㈱、ニチユMHIフォークリ

フト㈱ 

３【事業の内容】
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（その他） 

当セグメントにおいては、住宅用・業務用・車両用エアコン等各種空調機器、冷凍機、動力伝導装置、工作機械等

の設計、製造、販売、サービス及び据付や、不動産の売買、印刷、情報サービス及びリース等を行っている。 

[主な関係会社] 

三菱重工オートモーティブサーマルシステムズ㈱、三菱重工空調システム㈱、Mitsubishi Heavy Industries 

Climate Control, Inc.、Mitsubishi Heavy Industries-Mahajak Air Conditioners Co., Ltd.、Mitsubishi 

Heavy Industries-Jinling Air-Conditioners Co., Ltd.（三菱重工金羚空調器有限公司）、MHI Automotive 

Climate Control (Thailand) Co., Ltd.、Mitsubishi Heavy Industries-Haier (Qingdao) Air-Conditioners 

Co., Ltd.（三菱重工海尓(青島)空調機有限公司）、Thai Compressor Manufacturing Co., Ltd.、新菱冷熱工業

㈱、㈱東洋製作所 

三菱重工工作機械販売㈱、Federal Broach Holdings, LLC、㈱田町ビル、㈱リョーイン、Mitsubishi Heavy 

Industries America, Inc.等海外地域拠点会社12社、MHI International Investment B.V.、MHI Capital 

America, Inc.、三菱自動車工業㈱、日本鋳鍛鋼㈱、㈱菱友システムズ 

  

[事業系統図] 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりである。 
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（注）※は、持分法適用関連会社である。 
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４【関係会社の状況】

名称 住所 資本金
主要な事業

の内容 

議決権の
所有割合
（％） 

関係内容 

（連結子会社）           

MHIプラント 
エンジニアリング㈱ 

横浜市 
中区  

百万円

1,000
原動機 100

当社製品の設計・サービス・据付  
なお、当社所有の建物を賃借している。  
役員の兼任等…有  

原子力サービス 
エンジニアリング㈱ 

神戸市 
兵庫区 

百万円

80
〃 100

当社製品のサービス 
なお、当社所有の建物を賃借している。 
役員の兼任等…有 

Mitsubishi Power Systems 
Americas, Inc.    ＊１ 

Florida, 

U.S.A. 
百万米ドル

352.5
〃 

100

(100)

当社製品の製造・販売・サービス 
役員の兼任等…有 

Mitsubishi Power Systems 
Europe, Ltd.  

London,  

U.K. 
百万英ポンド

67.7
〃 

100

(100)

当社製品の製造・販売・サービス 
役員の兼任等…有  

CBC Industrias Pesadas S.A. 
Sao Paulo, 
Brazil 

百万レアル

165.1
〃 

100

(0.0)

当社製品の設計・製造・サービス・据付 
役員の兼任等…有 

Mitsubishi Heavy Industries 
Dongfang Gas Turbine 
(Guangzhou) Co., Ltd. 
（三菱重工東方ガスタービン 
 (広州)有限公司） 

中国 
広東省 

百万円

2,700
〃 51.0

当社製品の製造・販売・サービス 
役員の兼任等…有 

MPS-CT LLC  
Florida, 
U.S.A  

百万米ドル

22.0
〃 100

当社の事業展開のための持株会社  
役員の兼任等…有  

Mitsubishi Nuclear Energy 
Systems Inc. 

Virginia, 

U.S.A. 
百万米ドル

4.0
〃 100

当社製品の許認可対応・販売・サービス 
役員の兼任等…有 

三菱重工印刷紙工機械㈱ 
広島県 
三原市 

百万円

10,000
機械・鉄構 100

当社から承継した印刷機械、紙工機械事業に

係る設計・製造・販売・サービス・据付 
なお、当社所有の土地・建物・機械装置を賃

借している。  
役員の兼任等…有 

三菱重工 
鉄構エンジニアリング㈱ 

広島市 
中区 

百万円

5,000
〃 100

当社から承継した橋梁・煙突・ガスホルダ・

ビールタンク事業に係る設計・製造・販売・

サービス・据付 
なお、当社所有の土地・建物を賃借してい

る。 
役員の兼任等…有   

三菱重工コンプレッサ㈱ 
東京都 
港区 

百万円

4,000
〃 100

当社から承継したコンプレッサ事業に係る設

計・製造・販売・サービス・据付 
なお、当社所有の土地・建物・機械装置を賃

借している。 
役員の兼任等…有 

三菱日立製鉄機械㈱ 
東京都 
港区 

百万円

3,500
〃 65.7

当社から承継した製鉄機械事業に係る設計・

製造・販売・サービス・据付 
なお、当社所有の土地・建物・機械装置を賃

借している。 
役員の兼任等…有 

三菱重工 
環境・化学エンジニアリング

㈱ 

横浜市 
西区 

百万円

1,000
〃 100

当社から承継した廃棄物処理装置事業及び化

学装置事業に係る設計・製造・販売・サービ

ス・据付 
なお、当社所有の建物を賃借している。 
役員の兼任等…有 

三菱重工 
マシナリーテクノロジー㈱  

広島市  
西区  

百万円

1,000
〃 100

当社から承継した搬送システム及びゴムタイ

ヤ機械事業に係る設計・製造・販売・サービ

ス・据付 
役員の兼任等…有  

三菱重工メカトロシステムズ

㈱ 
神戸市 
兵庫区 

百万円

500
〃 100

当社から承継したシールドトンネル掘削機、

電気集じん機等メカトロ事業に係る設計・製

造・販売・サービス・据付 
なお、当社所有の土地・建物・機械装置を賃

借している。  
役員の兼任等…有 
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 名称 住所 資本金
主要な事業

の内容 

議決権の
所有割合
（％） 

関係内容 

三菱重工食品包装機械㈱ 
名古屋市 
中村区 

百万円

450
機械・鉄構 100

当社から承継した食品包装機械事業に係る設

計・製造・販売・サービス・据付 
なお、当社所有の土地・建物を賃借してい

る。  
役員の兼任等…有 

三菱重工プラスチックテクノ

ロジー㈱ 
名古屋市 
中村区 

百万円

450
〃 100

当社から承継した射出成形機事業に係る設

計・製造・販売・サービス・据付 
なお、当社所有の土地・建物を賃借してい

る。 
役員の兼任等…有 

三菱重工パーキング㈱ 
横浜市 
西区 

百万円

350
〃 100

当社から承継した立体駐車場事業に係る設

計・製造・販売・サービス・据付 
なお、当社所有の建物を賃借している。 
役員の兼任等…有 

三菱重工プラント建設㈱ 
広島市 
西区 

百万円

300
〃 100

当社製品の設計・製造・販売・サービス・据

付 
なお、当社所有の土地・建物を賃借してい

る。 
役員の兼任等…有 

Anupam-MHI Industries Ltd. 
               ＊２ 

Gujarat, 
India  

百万インドルピー

750
〃 49.0

当社技術を使用した大型搬送機器の設計・製

造・販売・サービス・据付 
役員の兼任等…有  

Mitsubishi Heavy Industries 

Engineering & Services 

Private Ltd. 
Singapore 

百万シンガポールドル

15.0
〃 100

当社製品の設計・販売・サービス・据付  
役員の兼任等…有 

Mitsubishi Heavy Industries 

(Changshu) Machinery Co., 

Ltd. 
（三菱重工(常熟)機械有限公 
 司） 

中国 
江蘇省 

百万米ドル

8.4
〃 

100

(100)

当社製品の設計・製造・販売・サービス・据

付 
役員の兼任等…有 

三菱航空機㈱     ＊１  
名古屋市 
港区 

百万円

50,000
航空・宇宙 64.6

当社技術を使用した民間航空機（MRJ）の設

計・販売・サービス並びに当社への航空機の

製造委託 
なお、当社所有の土地・建物を賃借してい

る。  
役員の兼任等…有 

中菱エンジニアリング㈱  
名古屋市 
中村区  

百万円

100
〃  100

当社製品の設計 
なお、当社所有の建物を賃借している。  
役員の兼任等…有  

MHI Aerospace Vietnam  
Co., Ltd. 

Hanoi,  

Vietnam 
百万ベトナムドン

112,000.0
〃 100

当社製品の製造 
役員の兼任等…有 

三菱農機㈱ 
島根県 
松江市 

百万円

3,000

汎用機・ 
特殊車両 

100

当社製品を仕入れ 
なお、当社所有の土地・建物を賃借してい

る。 
役員の兼任等…有 

三菱重工エンジンシステム㈱ 
東京都 

品川区 

百万円

450
〃 100

当社製品の製造・販売・サービス 

役員の兼任等…有 

東日本三菱農機販売㈱ 
埼玉県 

久喜市  

 百万円

300
〃 

100

(100)

当社製品を使用した農業機械の販売・サービ

ス 

役員の兼任等…無  

Mitsubishi Caterpillar 

Forklift Europe B.V.  

Almere,  
The 
Netherlands  

百万ユーロ

148.1
〃 96.3

当社製品の販売・サービス 

役員の兼任等…有  

Mitsubishi Turbocharger 

Asia Co., Ltd. 
Chonburi, 
Thailand 

百万タイバーツ

5,128.1
〃 100

当社製品の製造・販売 
役員の兼任等…有 

Mitsubishi Caterpillar 

Forklift America Inc. 
Texas,  

U.S.A 
百万米ドル

80.8
〃 89.7

当社製品の製造・販売・サービス 
役員の兼任等…有 
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名称 住所 資本金
主要な事業

の内容 

議決権の
所有割合
（％） 

関係内容 

MHI Equipment Europe B.V. 
Almere, 
The  
Netherlands  

百万ユーロ

38.3

汎用機・ 
特殊車両 

100
当社製品の製造・販売・サービス 
役員の兼任等…有  

Mitsubishi Heavy 

Industries Forklift 

(Dalian) Co., Ltd. 
（三菱重工叉車(大連)有限公 
 司） 

中国 
遼寧省  

百万米ドル

44.3
〃 100

当社製品の製造・販売 
役員の兼任等…有 

MHI-VST Diesel Engines 

Private Ltd. 

Mysore,  

India 

百万インドルピー

1,295.0
〃 96.8

当社製品の製造・販売 

役員の兼任等…有 

Mitsubishi Engine 

North America, Inc. 

Illinois, 

U.S.A. 

百万米ドル

8.5
〃 

100

(100)

当社製品の販売・サービス 

役員の兼任等…有 

MHI Engine System 

Asia Pte. Ltd. 
Singapore 

百万シンガポールドル

12.2
〃 100

当社製品の製造・販売 

役員の兼任等…有 

MHI-Pornchai Machinery  

Co., Ltd. 

Chonburi, 

Thailand  

百万タイバーツ

170.0
〃 86.1

当社製品の製造・サービス 

役員の兼任等…有 

Rocla Oy 
Järvenpää, 

Finland 

百万ユーロ

4.2
〃 

100

(70.0)

当社製品の製造・販売・サービス 

役員の兼任等…有 

三菱重工オートモーティブサ

ーマルシステムズ㈱  
愛知県 
清須市   

百万円

1,000

その他  
（冷熱） 

100

当社から承継したカーエアコン事業に係る設

計・製造・販売・サービス  
なお、当社所有の土地・建物・構築物・機械

装置を賃借している。  
役員の兼任等…有 

三菱重工空調システム㈱ 
東京都 
品川区 

百万円

400
〃  100

当社製品の販売・サービス 
なお、当社所有の土地・建物を賃借、当社に

建物を賃貸している。 
役員の兼任等…有 

Mitsubishi Heavy 

Industries Climate 

Control, Inc. 

Indiana, 

U.S.A. 
百万米ドル

100.0
〃 

100

(100)

当社製品の製造・販売 
役員の兼任等…有 

Mitsubishi Heavy 

Industries-Mahajak Air 

Conditioners Co., Ltd. 

Bangkok, 

Thailand 
百万タイバーツ

1,424.7
〃 81.8

当社製品の製造・販売・サービス 
役員の兼任等…有 

Mitsubishi Heavy Industries-

Jinling Air-Conditioners 
Co., Ltd. 
（三菱重工金羚空調器有限公 
 司）  

中国  
広東省  

百万米ドル

30.0 〃 75.5
当社製品の製造・販売・サービス  
役員の兼任等…有  

MHI Automotive Climate 

Control(Thailand) Co., Ltd. 
Chachoengsao, 
Thailand  

百万タイバーツ

1,010.0 〃 
100

(100)

当社製品の製造・販売  
役員の兼任等…有  

Mitsubishi Heavy 

Industries- 
Haier (Qingdao) Air-

Conditioners Co., Ltd. 
（三菱重工海尓(青島)空調機 
 有限公司） 

中国 
山東省 

百万円

2,300
〃 55.0

当社製品の製造・販売・サービス 
役員の兼任等…有 

Thai Compressor 

Manufacturing Co., Ltd. 
Chachoengsao, 
Thailand 

百万タイバーツ

490.3
〃 58.0

当社製品の製造・販売 
役員の兼任等…有 

三菱重工工作機械販売㈱ 
大阪市 
淀川区 

百万円

 300

その他 
（工機 
 その他） 

100
当社製品の販売・サービス 
役員の兼任等…有 

Federal Broach Holdings, 

LLC  
Michigan,  
U.S.A  

百万米ドル

63.3
〃 

100

(100)

当社の米国におけるブローチ工具及びブロー

チ盤製造に係る統括会社  
役員の兼任等…有  
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名称 住所 資本金
主要な事業

の内容 

議決権の
所有割合
（％） 

関係内容 

㈱田町ビル 
東京都 
港区 

百万円

3,000

その他 
(工機 
その他) 

100

当社所有の建物の運営管理業務の受託 
なお、当社所有の建物を賃借、当社及び関係

会社に建物を賃貸。 
役員の兼任等…有 

㈱リョーイン 
東京都 
港区 

百万円

1,000
〃  100

当社及び関係会社の印刷・複写・情報通信業

務の請負 
なお、当社所有の土地・建物を賃借、当社に

工具器具備品を賃貸。  
役員の兼任等…有 

Mitsubishi Heavy Industries 

America, Inc.     ＊１ 
New York, 

U.S.A. 
百万米ドル

491.5
〃 100

当社製品の製造・販売・サービス・据付及び

当社への市場調査等の役務提供 
役員の兼任等…有 

MHI International 

Investment B.V.    ＊１ 

Amsterdam, 

The 

Netherlands  

百万ユーロ

245.0
〃 100

当社の各種事業展開のための持株会社 
役員の兼任等…有 

Mitsubishi Heavy Industries 
Europe, Ltd. 

London,  

U.K. 
百万英ポンド

72.2
〃 100

当社製品の販売・サービス及び当社への市場

調査等の役務提供 
役員の兼任等…有 

Mitsubishi Heavy Industries 

(China) Co., Ltd. 
（三菱重工業(中国)有限公 
 司） 

中国 
北京市 

百万米ドル

39.4
〃 100

当社及び関係会社の中国における事業展開の

支援 
役員の兼任等…有 

Mitsubishi Heavy Industries 
India Private Ltd. 

New Delhi, 
India 

百万インドルピー

334.6
〃 

100

(0.0)

当社製品の販売・サービス及び当社への市場

調査等の役務提供 
役員の兼任等…有 

Mitsubishi Heavy Industries 
(Hong Kong) Ltd. 
（三菱重工業(香港)有限公 
 司）  

香港 
百万香港ドル

34.0
〃 100

当社製品の販売・サービス及び当社への市場

調査等の役務提供  
役員の兼任等…有  

Mitsubishi Heavy Industries 
de Mexico, S.A. de C.V. 

Mexico D.F., 

Mexico 
百万メキシコペソ

75.5
〃 

100

(0.1)

当社製品の販売・サービス及び当社への市場

調査等の役務提供 
役員の兼任等…有 

Mitsubishi Heavy Industries 
Philippines, Inc. 

Manila, 

Philippines 
百万フィリピンペソ

93.6
〃 100

当社製品の販売・サービス及び当社への市場

調査等の役務提供 
役員の兼任等…有 

Mitsubishi Industrias 
Pesadas do Brasil Ltda.  

Sao Paulo, 
Brazil 

百万レアル

4.8
〃 

100

(0.1)

当社製品の販売・サービス及び当社への市場

調査等の役務提供 
役員の兼任等…無 

Mitsubishi Heavy Industries 
(Thailand) Ltd. 

Samutprakarn, 

Thailand 
百万タイバーツ

25.0
〃 

100

(5.1)

当社製品の販売・サービス及び当社への市場

調査等の役務提供 
役員の兼任等…有 

Mitsubishi Heavy Industries 
Korea, Ltd. 

Seoul, 
Korea 

百万ウォン

750.0
〃 100

当社製品の販売・サービス・据付及び当社へ

の市場調査等の役務提供 
役員の兼任等…有 

Mitsubishi Heavy Industries 
(Shanghai) Co., Ltd. 
（三菱重工業(上海)有限公 
 司） 

中国 
上海市 

百万米ドル

0.5
〃 

100

(100)

当社製品の販売・サービス及び当社への市場

調査等の役務提供 
役員の兼任等…有 

Mitsubishi Heavy Industries 
Australia, Pty. Ltd. 

Melbourne,  
Australia 

百万豪ドル

0.3
〃 100

当社製品の販売・サービス及び当社への市場

調査等の役務提供 
役員の兼任等…有 

MHI Capital America, Inc.  
  

New York,  
U.S.A  

百万米ドル

0.0
〃 100

当社の米国におけるグループ会社の財務関連

業務の統括会社  
役員の兼任等…有  

その他        172社       
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 （注）１．主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載している。 

２．＊１：特定子会社に該当する。 

３．＊２：持分は100分の50以下であるが、実質的に支配しているため子会社としている。 

４．＊３：有価証券報告書を提出している。 

５．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数である。 

６．上記のほか、非連結子会社及び持分法を適用しない関連会社が合わせて44社ある。  

名称 住所 資本金
主要な事業

の内容 

議決権の
所有割合
（％） 

関係内容 

（持分法適用関連会社）           

三菱原子燃料㈱ 
茨城県 
那珂郡  

百万円

11,400
原動機  35.0

当社から承継した原子燃料の設計・製造・販

売 
役員の兼任等…有  

神戸発動機㈱     ＊３ 
兵庫県 
明石市 

百万円

2,215
〃  33.0

当社技術を使用した舶用エンジンの製造・販

売 
役員の兼任等…有  

日立三菱水力㈱  
東京都  
港区  

百万円

2,000
〃  20.0

当社技術を使用した水力発電システムの設

計・販売・サービス・据付  
役員の兼任等…有  

ATMEA S.A.S. 
Paris, 
France  

百万ユーロ

 126.0
〃  50.0

当社技術を使用した原子炉の設計・許認可対

応・販売 
役員の兼任等…有  

L&T-MHI Boilers Private 

Ltd. 
Maharashtra, 
India 

百万インドルピー

2,341.0
〃  49.0

当社技術を使用したボイラの設計・製造・販

売・サービス 
役員の兼任等…有  

L&T-MHI Turbine Generators 

Private Ltd. 
Maharashtra, 
India 

百万インドルピー

 3,406.0
〃 39.0

当社技術を使用した蒸気タービンの設計・製

造・販売・サービス 
役員の兼任等…有 

Cormetech, Inc. 
North 

Carolina, 
U.S.A. 

百万米ドル

 13.0
〃 50.0

当社技術を使用した脱硝触媒の製造・販売 
役員の兼任等…有 

常州宝菱重工機械有限公司 
中国 
江蘇省 

百万米ドル

73.0
機械・鉄構 

30.0

(19.7)

当社製品の設計・製造・販売・サービス 
役員の兼任等…有  

民間航空機㈱ 
東京都 
千代田区 

百万円

10
航空・宇宙 45.0

当社製品の販売 
役員の兼任等…有 

日本輸送機㈱     ＊３ 
京都府 
長岡京市 

百万円

4,890

汎用機・ 
特殊車両 

20.0

フォークリフト等物流機器に関する当社との

全般的事業提携 
役員の兼任等…有  

ニチユMHIフォークリフト㈱ 
京都府 
長岡京市 

百万円

300
〃 33.3

フォークリフト等物流機器に関する当社との

全般的事業提携 
役員の兼任等…無 

新菱冷熱工業㈱ 
東京都 
新宿区 

百万円

3,500

その他 
（冷熱） 

29.7

当社製品の販売・サービス・据付 
なお、当社所有の建物を賃借している。  
役員の兼任等…有  

㈱東洋製作所     ＊３ 
神奈川県 
大和市 

百万円

2,334
〃  38.8

当社製品を仕入れ・サービス 
なお、当社所有の建物を賃借している。  
役員の兼任等…有  

三菱自動車工業㈱   ＊３ 
東京都 
港区 

百万円

657,355

その他 
（工機  
 その他）

15.6

(0.4)

当社製品を仕入れ 
なお、当社所有の土地・建物を賃借、当社に

土地・構築物を賃貸している。  
役員の兼任等…有  

日本鋳鍛鋼㈱ 
北九州市 
戸畑区  

百万円

6,000
〃 24.9

当社が同社製品を仕入れ 
役員の兼任等…有  

㈱菱友システムズ   ＊３ 
東京都 
港区  

百万円

685
〃 

32.2

(0.8)

当社及び関係会社が使用するコンピュータソ

フトウェアの設計、コンピュータ機器類の販

売・サービス 
なお、当社所有の建物を賃借している。  
役員の兼任等…有  

その他         20社           
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(1) 連結会社の状況 

（注）１．従業員数は、グループ外から当社グループ（当社及び連結子会社）への出向者を含み、当社グループからグル

ープ外への出向者を含まない。また、臨時従業員数は［ ］内に年間の平均人員を外数で記載している。 

   ２．臨時従業員には、定年退職後の再雇用社員、嘱託契約の従業員及びパートタイマー等を含み、派遣社員等は含

まない。 

  

(2) 提出会社の状況 

  

（注）１．従業員数は、社外から当社への出向者を含み、当社から社外への出向者を含まない。また、臨時従業員数は

［ ］内に年間の平均人員を外数で記載している。 

５【従業員の状況】

  平成25年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人） 

船舶・海洋 
 

［ ］ 

3,708

808

原動機 
 

［2,356］ 

18,966

機械・鉄構 
 

[1,647］ 

8,814

航空・宇宙 
 

[2,144］ 

9,513

汎用機・特殊車両 
 

［709］ 

8,630

その他 
 

［1,915］ 

7,244

全社（共通） 
 

［4,493］ 

11,338

合計 
 

[ ］ 

68,213

14,072

  平成25年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

 ［ ］  31,111 4,751         38.4         16.0 7,549,123  

セグメントの名称 従業員数（人） 

船舶・海洋 
 

  [561] 

2,980

原動機 
 

［1,259］ 

11,158

機械・鉄構 
 

［262］ 

1,638

航空・宇宙 
 

［1,424］ 

6,746

汎用機・特殊車両 
 

［198］ 

1,852

その他 
 

［270］ 

1,347

全社（共通） 
 

［780］ 

5,390

合計 
 

［4,751］ 

31,111
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      ２．臨時従業員には、定年退職後の再雇用社員、嘱託契約の従業員及びパートタイマー等を含み、派遣社員等は含

まない。 

   ３．平均年間給与は、平成24年４月から平成25年３月までの税込金額で、基準外賃金及び賞与を含み、その他の臨

時給与を含まない。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合は、三菱重工労働組合と称し、組合員数は平成25年３月31日現在30,133人である。また、同組合

は、日本基幹産業労働組合連合会を通じて、日本労働組合総連合会に加盟しており、当社との労使関係は極めて

安定している。 

なお、前記労働組合のほかに、当社には、ごく少数の従業員で組織する労働組合があり、これらの組合は、全日

本造船機械労働組合、全国一般労働組合等に加盟している。 

当社の連結子会社の労働組合の状況については、特記すべき事項はない。 
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取締役社長宮永俊一は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用の責任を有しており、企業会計審議会の

公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する

実施基準の改訂について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制

を整備及び運用している。  

なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合

理的な範囲で達成しようとするものである。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完

全には防止又は発見することができない可能性がある。 

  

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度（平成24年度）の末日である平成25年３月31日を基準日として行

われており、評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠した。 

本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）の評価を

行った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定している。当該業務プロセスの評価におい

ては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、

当該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を行った。 

財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社並びに連結子会社及び持分法適用会社について、財務報告の信頼

性に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を決定した。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的及

び質的影響の重要性を考慮して決定しており、当社、連結子会社50社及び持分法適用関連会社１社を対象として行

った全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定した。なお、

連結子会社186社及び持分法適用会社38社については、金額的及び質的重要性の観点から僅少であると判断し、全

社的な内部統制の評価範囲に含めていない。  

業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、財務報告の信頼性に対する金額的及び質的影響の重要性を

考慮し、当社及び連結子会社5社を「重要な事業拠点」とした。重要な事業拠点の選定に当っては、重要な事業拠

点の前連結会計年度の売上高（連結会社間取引消去後）の合計額が、前連結会計年度の連結売上高の概ね３分の２

に達することを確認している。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的に大きく関わる勘定科目とし

て、売上高、売掛金及び棚卸資産に至る業務プロセスを評価の対象とした。さらに、重要な虚偽記載の発生可能性

が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスやリスクが大きい取引を行っている事業又は業務

に係る業務プロセスを財務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務プロセスとして評価対象に追加している。

  

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断した。 

  

該当事項なし。  

  

該当事項なし。  

１【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３【評価結果に関する事項】

４【付記事項】

５【特記事項】
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